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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

　

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 13,634 14,339 14,290 12,178 10,428

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) 456 224 260 △39 60

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 96 △150 101 △86 △247

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) 48 ― ― ― ―

資本金 (百万円) 2,744 2,744 2,744 2,744 2,744

発行済株式総数 (株) 13,906,82313,906,82313,906,82313,906,82313,906,823

純資産額 (百万円) 5,943 5,761 5,879 5,459 5,207

総資産額 (百万円) 14,262 14,467 12,191 10,714 9,532

１株当たり純資産額 (円) 436.56 423.27 432.13 455.15 434.30

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

4.00

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

(円) 8.23 △11.07 7.48 △6.86 △20.60

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.7 39.8 48.2 51.0 54.6

自己資本利益率 (％) 1.8 ― 1.7 ― ―

株価収益率 (倍) 28.6 ― 22.2 ― ―

配当性向 (％) ― ― 53.5 ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 373 1,270 778 660 541

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 36 17 △72 85 122

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 109 △878 △1,163 △850 △492

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,249 2,659 2,201 2,097 2,269

従業員数 (人) 377 387 396 397 378

(注) １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。
２　売上高には消費税及び地方消費税(以下消費税等という)は含まれておりません。
３　第36期、第37期、第38期及び第39期の持分法を適用した場合の投資利益については、当社の当期純利益の額及び
剰余金の額からみて重要性が乏しいため記載しておりません。

４　第36期、第38期及び第39期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されてお
り、また希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。また、第35期及び第37期の潜在株式調
整後１株当たり当期純利益は希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。

５　第36期、第38期及び第39期の自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載
しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 事項

　 　

昭和48年１月 高千穂交易株式会社の漢字情報システム部門が主体となり、漢字と図形の情報処理システムの開発、

販売することを目的として、東京都港区に昭和情報機器株式会社を設立(資本金1,000万円)

昭和48年１月 S-5400漢字情報処理システム(漢字プリンタ・システム)の販売開始

昭和52年11月 高千穂交易株式会社との資本関係が解消

昭和53年２月 漢字プリンタ・システム販売のバックアップ・センターとして、株式会社昭和漢字図形開発(現ウィ

ルワン株式会社)に資本参加（平成20年12月清算）

昭和55年12月 開発製造体制の強化の一環として、株式会社日本テクナート（現関連会社）に資本参加

昭和58年７月 SCATS-1200テレックス自動発着信装置の製造、販売を開始、「ネットワーク機器」部門へ進出

昭和59年９月 SX6300漢字プリンタ・システムの製造、販売を開始

昭和59年11月 ST-630広告制作システム「ポップエース」の製造、販売を開始、「広告制作プリンタ」部門へ進出

昭和60年４月 S-2140ラベルプリンタの製造、販売を開始、「バーコード・ラベルプリンタ」部門へ進出

平成元年１月 自動検査装置の販売とフィクスチャー(治具)の製作を目的として、エスアイエス・テストセンター株

式会社(現株式会社エルサイト)に資本参加（平成17年12月清算）

平成元年２月 コンピュータシステムによる看板の製造及び販売を目的として、昭和創研株式会社を設立（平成16年

12月清算）

平成２年11月 社団法人日本証券業協会に株式を登録

平成７年１月 ベルギー、アグファゲバルト社(現ザイコン社)と高速フルカラープリンタについての販売代理店契約

を締結

平成７年10月 SX7000シリーズ超高速漢字プリンタ・システムの製造、販売を開始

平成８年６月 スイス、フンケラー社とプリンタ周辺装置についてのOEM契約を締結

平成８年６月 ドイツ、オセ社の高速・高解像度プリンタの国内販売権取得

平成９年３月 イスラエル、マタン社と大型熱転写看板印刷プリンタについての総代理店契約締結

平成９年９月 イタリア、ロジカ社（現ロジカテクノロジー社）とカード発行機器等についての総代理店契約締結

平成11年３月 米国、サイテックスデジタルプリンティング社（現イーストマン・コダック社）と超高速インク

ジェットプンリタについての販売代理店契約締結

平成12年９月 株式会社ミヤコシと超高速インクジェットプリンタ等についての共同開発、販売の業務提携

平成13年10月 株式会社モリサワとフォント開発についての業務提携

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式上場

平成17年４月 SR3000フルカラープリンタ・システムの製造、販売を開始

平成19年７月 株式会社マースエンジニアリングと資本業務提携締結

平成22年４月 株式会社ジャスダック証券取引所と株式会社大阪証券取引所の合併にともない、株式会社大阪証券取

引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に上場

平成22年10月 株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市

場の統合にともない、株式会社大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱスタンダード）に上場

平成23年12月 キヤノンマーケティングジャパン株式会社が公開買付けにより当社発行済株式の過半数を取得し、同

社が親会社となる

平成24年１月 キヤノンマーケティングジャパン株式会社を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換契約を締

結
　 　

　

EDINET提出書類

昭和情報機器株式会社(E01990)

有価証券報告書

 3/87



　

３ 【事業の内容】

 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（昭和情報機器株式会社）と関連会社1社により構成

されております。 

　当社は漢字プリンタ・システム、広告制作プリンタ等プリンタを主力とする各種の情報機器及びシステム

の開発、製造、輸入、販売及び情報処理関連機器等の商品の輸入または国内仕入販売ならびにこれらに付帯

する機器賃貸、技術サービス業務を行っております。

　特に漢字プリンタの主要製品につきましては、国内外のメーカー等から当社の仕様書に基づく製品（一部

共同開発製品を含む）の供給を受け、これに自社のハードウェアやソフトウェアを付加して独自のシステ

ムを構築し、当社ブランドによりユーザーへ供給する生産販売活動を主たる業務としております。 

なお、キヤノンマーケティングジャパン株式会社（以下、「キヤノンＭＪ」といいます。）が平成23年11

月10日から平成23年12月20日までを公開買付け期間として実施した当社株券等に対する公開買付け（以

下、「本公開買付け」といいます。）により、平成23年12月28日（本公開買付けの決済の開始日）付で、キヤ

ノンＭＪは当社の親会社に該当することになりました。

また、株式会社マースエンジニアリングは平成23年12月28日付で、当社のその他の関係会社ではなくなっ

ております。

当社と関係会社の当該事業に係る位置づけを事業系統図に示すと次のとおりであります。
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〔事業の系統図〕
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４ 【関係会社の状況】

関係会社は次のとおりであります。

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
(％)
(注)１

関係内容

（親会社） 　 　 　 　 　

キヤノン株式会社
(注)２

東京都大田区 174,761

ビジネス機器・コ
ンスーマ機器・産
業機器等の製造販
売

被所有
0.0
(90.8)

―

キヤノンマーケ
ティングジャパン
株式会社

(注)２

東京都港区 73,303

ビジネス機器・コ
ンスーマ機器・産
業機器のマーケ
ティング並びに関
連ソリューション
の提供

被所有
90.8
(0.0)

役員の兼任　４名

(関連会社) 　 　 　 　 　

１社　　　(注)３ ― ― ― ― ―

(注) １　「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の（　）は、間接所有割合を示しております。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　重要性が乏しいため社数のみ記載しております。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成23年12月31日現在

従業員数(人) 平均年令(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

378 41.0 16.4 5,423,912

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　当社は、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり、単一セグメン

トであるため、セグメント別の記載を省略しております。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。また、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、電力供給の制約や生産活動の停滞等

様々な影響を受けました。復興需要などで景気の持ち直しが見られたものの、円高進行や欧州債務問題な

どを背景に国内外の設備投資に影響を及ぼし、依然として先行き不安定な状況が続きました。

こうした厳しい経営環境下、当社は業容の拡大と業績の確保を目指し努力してまいりましたが、売上高

は10,428百万円（前事業年度比14.4％減）となりました。

利益面では、減収ではあったものの売上総利益率の改善や販売費及び一般管理費の節減効果等から、営

業利益は22百万円（前事業年度は営業損失44百万円）、経常利益は60百万円（前事業年度は経常損失39

百万円）となりました。

しかしながら、投資有価証券評価損46百万円及び経営合理化策の実施に伴う特別退職金等45百万円等

特別損失合計118百万円を計上したことや繰延税金資産の取崩し等から法人税等調整額171百万円を計上

した結果、当期純損失は247百万円（前事業年度は当期純損失86百万円）となりました。

主な部門別の概況は、以下のとおりであります。

〔漢字プリンタ・システム部門〕

漢字プリンタ・システム部門の売上高は6,350百万円（前事業年度比21.0％減）となりました。これは

主に、当部門のうちSX機が627百万円（前事業年度比34.0％減）となったこと等によります。

〔広告制作プリンタ部門〕

広告制作プリンタ部門の売上高は1,818百万円（前事業年度比1.5％減）となりました。これは、POPプ

リンタの売上高は1,611百万円（前事業年度比0.9％増）となりましたが、サインボード制作プリンタが

売上高206百万円（前事業年度比16.7％減）となったためであります。

〔ネットワーク機器及びその他部門〕

ネットワーク機器及びその他部門の売上高は214百万円（前事業年度比27.0％減）となりました。

〔技術サービス等収入部門〕

技術サービス等収入部門の売上高は2,044百万円（前事業年度比2.4％増）となりました。これは、当部

門のうち技術サービス収入が1,916百万円（前事業年度比2.4％増）となり、機器賃貸収入が127百万円

（前事業年度比2.4％増）となったためであります。
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(2) キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べ171百万円

増加し、2,269百万円（前事業年度比8.2％増）となりました。

当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

営業活動によって得られた資金は541百万円（前事業年度比18.0％減）となりました。これは退職給

付引当金の減少額411百万円、仕入債務の減少額312百万円等により資金を使用しましたが、売上債権の

減少額739百万円、長期未払金の増加額221百万円等により資金を獲得したことによるものです。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動によって得られた資金は122百万円（前事業年度比42.1％増）となりました。これは、主に

保険積立金の解約による収入145百万円によるものです。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動によって使用した資金は492百万円（前事業年度比42.1％減）となりました。これは、主に

長期借入金の純減額321百万円、短期借入金の純減額170百万円により資金を使用したことによるもの

です。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおり、単

一セグメントであるため、セグメント情報ごとに記載しておりません。なお、生産、受注及び販売の状況につ

きましては、漢字プリンタ・システム、広告制作プリンタ、ネットワーク機器及びその他、技術サービス収

入、機器賃貸収入に区分して記載しております。

(1) 生産実績

　

部門

第39期
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(千円)

前期比(％)

漢字プリンタ・システム 209,446 125.6

広告制作プリンタ 939 85.3

ネットワーク機器及びその他 79 38.9

合計 210,465 125.2

(注)　金額は製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 製品仕入実績

　

部門

第39期
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(千円)

前期比(％)

漢字プリンタ・システム 3,887,386 69.9

広告制作プリンタ 1,471,158 101.6

ネットワーク機器及びその他 147,738 85.1

合計 5,506,283 76.6

(注)　金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注状況

当社における製品の生産は、ソフトウェアについては主に受注生産でありますが、ハードウェアにつ

いては、概ね見込生産であります。

　

部門

第39期
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

漢字プリンタ・システム 6,372,324 79.0 102,927 126.2

広告制作プリンタ 1,786,259 94.7 11,836 26.8

ネットワーク機器及びその他 251,229 92.8 43,739 633.0

合計 8,409,813 82.2 158,503 119.5

(注)　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。　
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(4) 販売実績

　

部門

第39期
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(千円)

前期比(％)

製品 　 　

漢字プリンタ・システム 6,350,951 79.0

広告制作プリンタ 1,818,617 98.5

ネットワーク機器及びその他 214,400 73.0

小計 8,383,969 82.3

技術サービス等収入 　 　

技術サービス収入 1,916,510 102.4

機器賃貸収入 127,756 102.4

小計 2,044,266 102.4

合計 10,428,236 85.6

(注) １　販売金額は販売価格で表示し、消費税等は含まれておりません。

２　最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。
　

相手先

第38期
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

第39期
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

大日本印刷㈱ 2,279,699 18.7 1,895,771 18.2
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３ 【対処すべき課題】

　当社はキヤノンＭＪからの出資を受け、今年度より下記の課題に向かって対応してまいります。

　

① 強力な販売体制と優良顧客の獲得

当社の長年の業歴によって構築された「帳票印刷」分野における優良顧客チャネルに加え、キヤノン

ＭＪのオフィスデバイス事業及びプロダクション事業で培った顧客基盤を利用することで、より幅広い

ユーザーへのアプローチをしてまいります。また、顧客からの要求レベルが高く、専門性が求められる

「帳票印刷」分野において当社が蓄積してきた販売ノウハウをベースに、オセ社の製品を中心とするキ

ヤノンＭＪグループにおける業務用プリンター分野のビジネス拡大を図ります。

② 商材・技術面での強力な補完関係の構築

連続紙プリンターに強みを持つ当社は、デジタルオンデマンド商業印刷機、複写機／複合機、大判プリ

ンター等カット紙プリンターに強みを持つキヤノングループ及び高速連続紙・大判プリンターを取り揃

えるオセ社と強固に連携することで、従来よりも厚みを増した幅広いプリンティングシステムの提供を

目指してまいります。

また、オープン化や低コスト化等の技術革新を伴うニーズに対しても、オセ社を含むキヤノングループ

の技術力及びマーケティング力を最大限に活用し、独自性のある高付加価値な製品・ソリューションの

展開を図ってまいります。

③ 保守・サービス網の獲得

連続紙プリンターに関するプロフェッショナルサポート体制を持つ当社は、全国に展開するキヤノン

ＭＪグループのインフラの融合により、広範囲にわたってきめ細かなサービス／サポート体制を構築し

てまいります。また、連続紙プリンター及びカット紙プリンターのサポートを一元的に提供するという他

社にない強みを構築することで、顧客の要望に迅速に対応し、さらなる競争力の拡大につなげてまいりま

す。

④ アジア圏への事業拡大

２バイト文字の処理技術を有する当社のノウハウを活かし、将来的には中国をはじめとするアジア圏

へのビジネス展開も視野に入れ、キヤノンＭＪが基本方針として掲げている“Beyond JAPAN”の実現に

向けて取り組んでまいります。

　

上記の目的を達成するため、早急に組織変更、人事異動等を実施し、利益確保を目指して両者シナジー効

果が発揮できる体制を作ってまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成24年３月27日）現在において当社

が判断したものであります。

(1) 競合・開発について

当社は漢字プリンタ・システム、広告制作プリンタ等を主力とする各種情報機器の分野において、他社

比優位なシステムノウハウを蓄積し、独自のハード、ソフト、保守業務のトータルサービスを提供してお

ります。しかしながら、この分野の技術的進歩による急速な変化に伴い、競争が激化することが予想され

ます。この結果、競合他社製品の低価格化による当社の販売価格下落や販売量の減少を生じた場合、また、

技術開発に遅れをとった場合や商品戦略を誤った場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

(2) 金利変動について

当社は、金融機関からの借入により事業資金を調達しておりますが、当事業年度末現在において約

1,612百万円の有利子負債残高があります。有利子負債のうち変動金利の調達によるものについては、一

部金利スワップ取引等を活用することで金利変動リスクを軽減しておりますが、急激な金利上昇は、支払

利息の増加などにより当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 退職給付債務について

当社の従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待

収益率に基づいて算出されています。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された

場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識

される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。今後の一層の割引率の低下や運用利回りの悪化は

当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 財務制限条項について

当社の借入金の一部（注記事項「（貸借対照表関係）※4」）には一定の財務制限条項が付されてお

ります。これに抵触した場合には、期限の利益を喪失する等当社の財務状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。　

なお、当事業年度末及び有価証券報告書提出日時点においては財務制限条項に抵触している事実はあ

りません。　
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 業務提携契約

　

相手先 契約内容 期間

富士通株式会社
プリンタに関するOEM(当社ブランドによる生産)
（SXシリーズ）

昭和58年５月26日より１ヶ年間、
以降１ヶ年単位で自動更新

オセプリンティングシステ
ムズGmbH

プリンタ及び関連装置の販売代理店
（SPシリーズ）

1995年10月10日より３ヶ年間、以
降自動更新

　

(2) 株式交換契約

当社は、平成24年１月26日開催の取締役会において、キヤノンマーケティングジャパン株式会社を完全

親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたし

ました。

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 注記事項（重要な後発事象）１ 株式交換契

約締結」に記載のとおりであります。

　

６ 【研究開発活動】

当社は、プリンタの機能や印字品質に関する市場ニーズを積極的に収集し、漢字プリンタ・システムの高

機能化に関する研究開発（共同開発を含む）及びこれらプリンタ・システムに搭載する高品位の文字フォ

ントの開発等に取り組んでおります。

当社の研究開発体制は、青葉台事業所内におけるシステム開発部門が主体となって活動しており、当事業

年度末における研究開発部門の従業員数は42名であります。

当事業年度における主な研究開発は、具体的にはオープンデータ対応のためのRIPシステムの開発等、主

力プリンタの高機能化を行いました。また、インクジェット・プリンタにおける操作性の改善を目的とした

取り組みも継続的に試行しております。

なお、当事業年度における研究開発費の総額は、29百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成24年３月27日）現在において当社

が判断したものであります。

(1) 財政状態の分析

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ1,182百万円減少し9,532百万円となりました。こ

れは、現金及び預金は前事業年度末に比べ171百万円増加の2,300百万円となりましたが、受取手形が同比

529百万円減少の1,060百万円、製品が同比306百万円減少の1,671百万円、売掛金が同比216百万円減少の

1,967百万円となったこと等により、流動資産合計が同比976百万円減少の7,664百万円となり、また、繰延

税金資産が同比179百万円減少の180百万円となったこと等から、固定資産合計は同比205百万円減少の

1,867百万円となったためであります。

負債は、前事業年度末に比べ930百万円減少し4,324百万円となりました。これは、有利子負債の期末残

高が同比491百万円減少の1,612百万円、退職給付引当金が同比411百万円減少の470百万円、支払手形が同

比375百万円減少の808百万円となったこと等によります。

純資産は、当期純損失247百万円等により、前事業年度末に比べ251百万円減少し5,207百万円となりま

した。

　
(2) 経営成績の分析

当事業年度における売上高は10,428百万円（前事業年度比14.4％減）と減収になりました。これは技

術サービス等収入が2,044百万円（同比2.4％増）となりましたが、漢字プリンタ・システム等の製品売

上高が8,383百万円（同比17.7％減）となったためであります。その結果、売上総利益率は38.9％と同比

3.5ポイント改善いたしましたものの、減収要因が大きく売上総利益は4,058百万円（同比5.9％減）と同

比253百万円の減益となりました。

また、販売費及び一般管理費は経営合理化策の実施に伴う従業員給与及び手当の圧縮等から4,035百万

円（前事業年度比7.4％減）と同比320百万円減少した結果、営業利益は22百万円（前事業年度は営業損

失44百万円）となりました。

営業外損益は支払利息の減少等から前事業年度に比べ33百万円増加し38百万円の利益（前事業年度は

４百万円の利益）となり、その結果、経常利益60百万円（前事業年度は経常損失39百万円）となりまし

た。

しかしながら、投資有価証券評価損46百万円及び経営合理化策の実施に伴う特別退職金等45百万円等

特別損失合計118百万円を計上したことや繰延税金資産の取崩しに伴う法人税等調整額171百万円を計上

した結果、当期純損失は247百万円（前事業年度は当期純損失86百万円）となり、１株当たり当期純損失

は20円60銭となりました。

　

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

「１業績等の概要　(2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社の設備投資は、生産形態の特徴から建物付属設備、賃貸用機器、工具器具備品が主であります。 

当事業年度の設備投資の総額は、219,805千円であり、この結果、総資産に占める投下資本の割合は9.8％

となっております。

なお、販売生産活動に重要な影響を与える設備の売却、撤去等はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成23年12月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)土地

(面積㎡)
建物 賃貸用機器

工具器具
備品・車両

合計

本社
(東京都港区)

総括事業施設
及び販売設備

0 24,595226,24826,331277,175134

九段事業所
(東京都千代田区)

保守設備 0 10,609 0 48,52859,137 100

青葉台事業所
(横浜市青葉区)

研究開発設備 503,207(895)25,827 0 26,885555,920 42

大阪支店
(大阪市中央区)

販売設備 0 2,919 0 10,62913,548 38

名古屋支店
(名古屋市千種区)

販売設備 0 6,223 0 2,279 8,502 23

札幌支店
(札幌市中央区)

販売設備 0 189 0 209 398 8

福岡支店
(福岡市博多区)

販売設備 0 453 0 2,767 3,221 12

広島支店
(広島市中区)

販売設備 0 707 0 406 1,114 13

仙台支店
(仙台市青葉区)

販売設備 0 341 0 544 885 8

社宅
(名古屋市中区)

― 13,344(8)3,515 0 0 16,859 0

(注)　投下資本の金額は、帳簿価額をもって表示しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年３月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,906,82313,906,823
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ
スタンダード)

単元株式数
1,000株

計 13,906,82313,906,823― ―

　

EDINET提出書類

昭和情報機器株式会社(E01990)

有価証券報告書

16/87



　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

平成15年３月28日定時株主総会決議

　

　
事業年度末現在
(平成23年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年２月29日)

新株予約権の数（個） 　219 (注)１ 219

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 219,000 219,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 412(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年４月１日
至　平成24年３月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　412
資本組入額　206

同左

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた
者(以下、新株予約権者とい
う。)は権利行使時において
も、当社の取締役または従業
員であることを要する。ただ
し、権利行使期間中に以下に
規定する一定の事由により当
社を退任、退職したために新
株予約権者としての地位を喪
失した場合、喪失後１年間に
限り新株予約権を行使するこ
とができるものとする。また、
平成17年３月31日までに以下
に規定する一定の事由により
当社を退任、退職したことに
より新株予約権者としての地
位を喪失した者は、平成17年
４月１日から１年間に限り新
株予約権を行使することがで
きるものとする。
①　任期満了または定年
②　会社都合退職
③　その他取締役会が相当と
認める事由の場合

(2) 新株予約権者の相続人によ
る新株予約権の行使は認めな
い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権の譲渡については、
当社取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注） １　新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調　整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
1

分割・併合の比率
　　　また、時価を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により
　生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

新規発行前の１株当たりの評価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年７月19日
（注）１

3,600,00013,906,823684,0002,744,673684,0002,814,671

平成22年４月20日
（注）２

― 13,906,823 ― 2,744,673△500,0002,314,671

（注） １　第三者割当　発行価格　１株につき380円　資本組入額　１株につき190円　

　割当先　株式会社マースエンジニアリング

　２　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。

　
(6) 【所有者別状況】

平成23年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ― 4 8 ― ― 344 356 ―

所有株式数
(単元)

― ― 18 10,947 ― ― 2,89613,86145,823

所有株式数
の割合(％)

― ― 0.13 78.98 ― ― 20.89100.00 ―

（注） １　自己株式1,915,882株は「個人その他」の欄に1,915単元及び「単元未満株式の状況」の欄に882株を含めて

記載しております。

　２　「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

キヤノンマーケティングジャパン株式
会社

東京都港区港南2丁目16-6 10,845 77.98

上妻　貞夫 神奈川県大和市 119 0.85

富士ゼロックス株式会社 東京都港区赤坂9丁目7-3 84 0.60

山本　基博 神奈川県横浜市港北区 55 0.39

大部　忠彦 茨城県常陸太田市 52 0.37

後藤　晶 神奈川県相模原市南区 22 0.15

池本　治 広島県広島市西区 21 0.15

森田　広司 愛知県豊田市 16 0.11

石川　勝三 秋田県大仙市 14 0.10

藤井　和幸 兵庫県神戸市西区 13 0.09

計 ― 11,242 80.84

（注）１　上記のほか自己株式が1,915千株あり、その発行済株式総数に対する所有株式数の割合は13.77％でありま

　す。

２　平成23年11月10日から平成23年12月20日までの間に行われたキヤノンマーケティングジャパン株式会社によ

る当社普通株式に対する公開買付けの結果、平成23年12月28日付で以下のとおり親会社及び主要株主が異動し

ております。

キヤノンマーケティングジャパン株式会社の公開買付け後の所有株式数は、10,845,852株（発行済株式総数

の77.98％）となり、当社の親会社となっております。また、前事業年度末では主要株主であった株式会社マー

スエンジニアリングは、平成23年12月28日時点において主要株主ではなくなりました。

　
(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)
普通株式 1,915,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,946,000 11,946 ―

単元未満株式 普通株式 45,823 ― ―

発行済株式総数 13,906,823 ― ―

総株主の議決権 ― 11,946 ―

（注）「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権の数１個)含まれておりま

す。
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② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
昭和情報機器株式会社

東京都港区南青山1丁目15
－9 第45興和ビル

1,915,000 ― 1,915,00013.77

計 ― 1,915,000 ― 1,915,00013.77

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。当該制度の内容は以下

のとおりであります。
　

決議年月日 平成15年３月28日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　 ７名
当社従業員　111名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―
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２ 【自己株式の取得等の状況】

 【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

    (1) 【株主総会決議による取得の状況】

    該当事項はありません。

　

    (2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

    (3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 4,077 692

当期間における取得自己株式 ― ―

（注）当期間における取得自己株式には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

    (4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 1,915,882 ― 1,915,882 ―

（注）当期間における保有自己株式には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は株主への利益還元を充実させていくことを経営上の最重要課題と位置付けております。

利益配分につきましては、安定した配当を継続して実施するとともに、将来の積極的な事業展開と経営環

境の急激な変化に備えた経営基盤の強化に必要な内部留保を確保していくことを基本方針としておりま

す。

当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金

の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当社は「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当をすることができる」旨を定款

に定めております。

しかしながら、当事業年度につきましてはキヤノンマーケティングジャパン株式会社（以下、「キヤノン

ＭＪ」といいます。）による当社株券等に対する公開買付けが平成23年12月20日に成立したことから配当

の実施を中止させていただきます。また、翌事業年度以降につきましては、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表

等 注記事項（重要な後発事象）１ 株式交換契約締結」に記載のとおり、キヤノンＭＪの完全子会社化に

ともない配当は実施しない予定であります。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

最高（円） 407 245 255 198 200

最低（円） 230 140 137 116 65

(注)　最高・最低株価は平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日から

平成22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日以降は大阪

証券取引所(ＪＡＳＤＡＱスタンダード)におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 140 122 114 113 200 200

最低(円) 112 112 110 101 100 194

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱスタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
会長兼
会長執行
役員

　 富山　貢太郎 昭和17年４月１日生

昭和41年４月 株式会社日本興業銀行入行

（注）２ ―

平成５年４月 新潟支店長

平成７年７月 当社入社（出向）顧問マーケッティ

ング本部本部長付

平成８年３月 当社常務取締役管理本部長兼経営企

画室長

平成９年３月 当社へ転籍

平成16年３月 当社専務取締役管理本部長兼経営企

画室長

平成20年３月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

管理本部長

平成22年３月 当社取締役会長兼会長執行役員管理

本部長

平成23年３月 当社取締役会長兼会長執行役員

（現任）

代表取締
役社長兼
社長執行
役員

　 中澤　祐一 昭和22年２月23日生

昭和44年４月 高千穂交易株式会社入社

（注）２ ―

昭和48年１月 当社入社（出向）

昭和51年３月 当社へ転籍

平成８年３月 当社取締役マーケッティング本部部

長（第一統括担当）

平成16年３月 当社取締役マーケッティング本部副

本部長（第一統括兼東京第１営業担

当）

平成17年３月 当社常務取締役マーケッティング本

部副本部長（第一統括兼東京第１営

業担当）

平成18年３月 当社常務取締役営業本部長（兼営業

推進室長）

平成20年３月 当社取締役兼専務執行役員営業本部

長

平成22年３月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

営業本部長

平成23年３月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

（現任）

取締役兼
常務執行
役員

技術サービ
ス本部長

大崎　幸夫 昭和23年10月30日生

昭和48年４月 当社入社

（注）２ ―

平成10年６月 当社マーケッティング本部技術統括

部長

平成13年３月 当社取締役マーケッティング本部部

長（技術統括担当）

平成18年３月 当社取締役技術本部副本部長（技術

サービス統括）

平成20年４月 当社常務執行役員技術サービス本部

長

平成21年３月 当社取締役兼常務執行役員技術サー

ビス本部長（現任）

取締役兼
執行役員

システム開
発本部副本
部長

荘司　純二 昭和25年10月18日生

昭和48年４月 当社入社

（注）２ ―

平成10年５月 当社システム開発製造本部第２開発

統括部長

平成20年４月 当社執行役員システム開発本部副本

部長兼開発部長

平成22年３月 当社取締役兼執行役員システム開発

本部副本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役兼
執行役員

営業本部長 大西　泰雄 昭和25年５月30日生

昭和49年４月 当社入社

（注）２ 3

平成13年５月 当社マーケッティング本部東京第一

営業１部長

平成21年４月 当社執行役員営業本部副本部長東京

第一営業１部長

平成22年３月 当社取締役兼執行役員営業本部副本

部長

平成23年３月 当社取締役兼執行役員営業本部長

（現任）

取締役兼
執行役員

管理本部長 佐木　賢二郎 昭和25年１月１日生

昭和48年４月 当社入社

（注）２ ―

平成13年５月 当社マーケッティング本部東京第一営

業２部長

平成16年４月 当社福岡支店長

平成18年４月 当社管理本部総務人事部長

平成20年４月 当社執行役員管理本部副本部長総務人

事部長

平成23年４月 当社執行役員管理本部長総務人事部長

平成24年３月 当社取締役兼執行役員管理本部長

（現任）

取締役
（非常勤）

　 芦澤　光二 昭和25年11月24日生

昭和48年４月 キヤノン販売株式会社（現キヤノン

マーケティングジャパン株式会社）入

社

（注）２ ―

平成10年９月 同社ディストリビューション・カンパ

ニーバイスプレジデント

平成11年３月 同社取締役

平成11年７月 同社電子機器販売事業部長

平成12年１月 同社ディストリビューション・カンパ

ニープレジデント

平成15年１月 同社コンスーママーケティングカンパ

ニープレジデント

平成15年３月 同社常務取締役

平成18年３月 同社専務取締役

平成18年４月 同社コンスーマイメージングカンパ

ニープレジデント

平成20年２月 同社ビジネスソリューションカンパ

ニープレジデント（現任）

平成20年２月 同社カスタマーリレーション本部担当

平成21年３月 同社取締役副社長

平成23年３月 同社取締役（現任）

平成23年３月 同社副社長執行役員（現任）

平成23年３月 キヤノンシステムアンドサポート株式

会社代表取締役社長（現任）

平成24年３月 当社取締役（現任）

取締役
（非常勤）

　 坂田　正弘 昭和28年４月11日生

昭和52年４月 キヤノン販売株式会社（現キヤノン

マーケティングジャパン株式会社）入

社

（注）２ ―

平成15年４月 同社MA販売事業部長

平成18年３月 同社取締役

平成21年３月 同社常務取締役

平成21年４月 同社ビジネスソリューションカンパ

ニーバイスプレジデント（現任）

平成23年３月 同社取締役（現任）

平成23年３月 同社常務執行役員（現任）

平成24年３月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
（非常勤）

　 上田　修治 昭和36年１月30日生

昭和60年４月 キヤノン販売株式会社（現キヤノン

マーケティングジャパン株式会社）入

社

（注）２ ―

平成21年１月 同社ビジネスソリューションカンパ
ニーMA販売事業部MA事業推進本部MAビ
ジネスプロダクト販売推進部長

平成23年７月 同社ビジネスソリューションカンパ

ニーBSマーケティング統括本部PPS企

画本部副本部長

平成23年10月 同社ビジネスソリューションカンパ

ニーBSマーケティング統括本部PPS企

画本部長（現任）

平成24年３月 当社取締役（現任）

監査役
（常勤）

　 喜多　文夫 昭和23年７月11日生

昭和49年８月 当社入社

（注）４ ―

平成８年５月 当社マーケッティング本部販売促進

部長

平成16年３月 当社取締役マーケッティング本部販

売促進部長

平成18年３月 当社取締役技術本部副本部長（販売

促進統括兼システム開発製造担当）

平成20年４月 当社常務執行役員システム開発本部

長

平成21年３月 当社取締役兼常務執行役員システム

開発本部長

平成24年３月 当社常勤監査役（現任）

監査役
（非常勤）

　 橋岡　宏成 昭和42年１月23日生

平成３年４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入

行

（注）３ ―

平成10年４月 弁護士登録（東京弁護士会所属）

平成16年９月 ㈱ゴルフダイジェスト・オンライン

社外取締役（現任）

平成19年６月 ㈱ユナイテッドアローズ社外監査役

（現任）

平成21年３月 当社監査役（社外監査役）（現任）

監査役
（非常勤）

　 竹田　弘之 昭和33年11月26日生

平成元年６月 キヤノン販売株式会社（現キヤノン

マーケティングジャパン株式会社）

入社 （注）４ ―
平成17年１月 同社経理本部財務部長（現任）

平成24年３月 当社監査役（社外監査役）

計 ―

　 （注） １　監査役橋岡宏成及び竹田弘之は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
２　平成24年３月27日就任後、２年内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結まで。
３　平成23年３月29日就任後、４年内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結まで。
４　平成24年３月27日就任後、４年内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結まで。

         ５　当社では経営環境の変化に迅速に対応するため執行役員制度を導入しております。執行役員は10名（う
　　　　　　 ち、取締役の兼務者が６名）であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の透明性・公平性の確保及び責任体制の明確化を経営の重点課題として捉え、コーポ

レート・ガバナンスの強化に積極的に取り組んでまいります。

　
　

① 企業統治の体制

イ　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社における企業統治の体制は、取締役会、監査役会制度を採用しております。

当社の規模及び組織体制からみて、企業統治は十分に機能しているものと判断し、現状の体制を採

用しております。

取締役会は、有価証券報告書提出日（平成24年３月27日）現在において、代表取締役１名、取締役

８名の計９名で構成されております。原則として、月１回の定例取締役会のほか臨時必要に応じ開催

することに加え、取締役間で随時打ち合わせ等を行い、機動的かつ迅速な意思決定を行っておりま

す。

監査役会は、有価証券報告書提出日（平成24年３月27日）現在において、常勤監査役１名、非常勤

監査役２名（うち社外監査役２名）の計３名で構成されております。原則として、月１回の監査役会

を開催するほか、監査役は取締役会に出席し、また常勤監査役は経営会議等重要会議に出席し、取締

役の職務執行を十分監視できる体制となっており、コンプライアンスと内部統制の充実強化を図っ

ております。

ロ　内部統制システムの整備の状況

業務の効率的運用と内部統制が機能する体制を維持するため、定款及び社内規程により業務上の

責任と権限を明確にし、牽制機能が有効に働く体制を図ることで、業務の有効性と効率性を高めるよ

う業務運営を図っております。

当事業年度は、各種リスク管理及び内部統制の充実、強化を目的とし、「情報セキュリティ規程」、

「機密情報管理規程」等を制定し、また「業務分掌規程」、「文書管理規程」、「内部者取引管理規

程」等を改訂いたしました。

ハ　リスク管理体制の整備の状況

リスク管理につきましては、総務人事部が窓口となって各部門から適時相談を受けるとともに、重

要事項については経営会議または取締役会に報告・審議され、法令遵守の徹底、リスクチェックの強

化を図っております。また、「個人情報保護関連分科会」、「ＥＭＳ分科会」及び「ＥＭＲ分科会」

を設置し、各種リスクに対し速やかに対応できる管理体制の整備に着手しております。

ニ　社外取締役、社外監査役及び会計監査人との責任限定契約の内容

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間で、

会社法第423条第１項の責任につき、法令に定める要件に該当する場合には、法令の定める限度額内

において責任限定契約を締結することができる旨、定款に定めております。

当該定款の定めに基づき当社が社外監査役及び会計監査人と締結した責任限定契約の内容の概要

は次のとおりであります。
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（社外監査役との責任限定契約）

社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限定額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお

ります。

（会計監査人との責任限定契約）

会計監査人は、会社法第423条第１項の責任につき、その職務を行うにつき悪意又は重大な過失が

あった場合を除き、6,000万円又は同法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を

限度として損害賠償責任を負担するものとしております。

　

② 内部監査、監査役監査（平成23年12月31日現在）

内部監査につきましては、独立した部署として内部監査室を設置しており、専任者２名で構成されて

おります。業務の改善及び経営の効率化を図る目的のため、社長に承認された監査計画書に基づき、内

部監査室長が責任者として社長により任命された監査員を指揮し行うこととしております。

監査役監査につきましては、常勤監査役が中心となり取締役会等重要会議に出席するほか、日常的な

業務監査等の実施とともに、取締役の職務執行やリスク管理の評価等の経営監査を行っております。ま

た、監査役は内部監査実施チームへの助言等を行い内部監査との連携に努めております。

　
③ 社外監査役（平成24年３月27日現在）

当社の社外監査役は２名であります。いずれも当社との間に特別の利害関係はありません。

社外監査役が企業統治において果たす機能と役割は、取締役から独立の立場に立ち、業務執行に対す

る監督機能とコーポレート・ガバナンスを健全に機能させることが役割であると考えております。社

外監査役橋岡宏成氏は弁護士として法律分野の専門的知識を有しており、コンプライアンス等企業統

制においての監査を担っていただくため選任しております。

また、社外監査役は取締役会及び監査役会に出席し、取締役等よりその職務の執行状況を聴取すると

ともに、常勤監査役より定期的かつ必要に応じて内部監査等の報告を受けております。会計監査につい

ては、会計監査人である新日本有限責任監査法人と定期的な情報共有の場をもっており、各々の監査方

針や期中に発生した問題点について情報交換を実施し、また具体的な決算上の課題につき意見交換を

する等相互の連携に努めております。
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④ 役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

116,540100,366 ― ― 16,173 ６

監査役
(社外監査役を除く。)

9,812 8,959 ― ― 852 ３

社外役員 5,372 4,959 ― ― 413 ２

　

ロ 提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　
ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

　

ニ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬については、株主総会の決議を経て取締役に対する報酬限度額を決定しております。

各取締役の報酬については、会社の規模、業績を考慮して公正かつ公平に決定されるよう努めており

ます。
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⑤ 株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 18銘柄

貸借対照表計上額の合計額 158,844千円

　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

光ビジネスフォーム㈱ 100,000 38,900継続的な取引関係の維持

住商情報システム㈱ 23,200 33,779継続的な取引関係の維持

シンフォニアテクノロジー㈱ 142,000 29,820継続的な取引関係の維持

㈱JBISホールディングス 62,500 21,000継続的な取引関係の維持

㈱三井住友フィナンシャルグループ 4,500 13,014継続的な取引関係の維持

富士通㈱ 20,000 11,300継続的な取引関係の維持

㈱東京機械製作所 146,000 11,242継続的な取引関係の維持

㈱愛知銀行 1,700 8,585継続的な取引関係の維持

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 18,500 8,121継続的な取引関係の維持

㈱りそなホールディングス 15,300 7,451継続的な取引関係の維持

(注)　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１を超える銘柄を含む上位10銘柄について記載しております。
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（当事業年度）

特定投資株式

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

ＳＣＳＫ㈱ 23,248 28,548継続的な取引関係の維持

光ビジネスフォーム㈱ 100,000 26,700継続的な取引関係の維持

シンフォニアテクノロジー㈱ 142,000 22,294継続的な取引関係の維持

㈱JBISホールディングス 62,500 14,687継続的な取引関係の維持

㈱三井住友フィナンシャルグループ 4,500 9,648継続的な取引関係の維持

富士通㈱ 20,000 8,000継続的な取引関係の維持

㈱愛知銀行 1,700 7,582継続的な取引関係の維持

㈱東京機械製作所 146,000 6,716継続的な取引関係の維持

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 18,500 6,049継続的な取引関係の維持

㈱りそなホールディングス 15,300 5,186継続的な取引関係の維持

㈱商工組合中央金庫 50,000 5,000継続的な取引関係の維持

㈱横浜銀行 12,000 4,368継続的な取引関係の維持

㈱みずほフィナンシャルグループ 39,840 4,143継続的な取引関係の維持

㈱コネクト 80 4,000継続的な取引関係の維持

三井住友トラスト・ホールディング
ス㈱

13,410 3,030継続的な取引関係の維持

ＮＤＳコム㈱ 1,000 1,200継続的な取引関係の維持

㈱西京銀行 5,000 1,490継続的な取引関係の維持

マイティカード㈱ 200 200 継続的な取引関係の維持

　

みなし保有株式

　該当事項はありません。

　
ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　
⑥ 会計監査の状況

会計監査につきましては、新日本有限責任監査法人と会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法

に基づく会計監査について監査契約を締結しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査

法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありません。

なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成について

は、下記のとおりです。

EDINET提出書類

昭和情報機器株式会社(E01990)

有価証券報告書

30/87



　

（業務を執行した公認会計士の氏名）

指定有限責任社員 業務執行社員 佐藤　明典

指定有限責任社員 業務執行社員 南山　智昭

（監査業務に係る補助者の構成）

公認会計士 ４名

その他 ７名

（注）その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

　
⑦ 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨、定款に定めております。

　

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することの出来る株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数を持って行う旨、定款に定めております。

なお、取締役の選任決議については、累積投票によらないものと定めております。

　
⑨ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ 自己株の取得

当社は、経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規

定に基づき、取締役会の決議によって、自己株式を取得することができる旨、定款に定めております。

ロ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、会社法第454条第

５項の定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨、定款に定めております。

ハ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待された役割を十分に発揮できるように、会社法第426条第１項の

規定に基づき、取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の

会社法第423条第１項の責任につき、法令に定める要件に該当する場合には、取締役会の決議をもっ

て法令の定める限度額内において免除することができる旨、定款に定めております。

　
⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うために、会社法第309条第２項の定めによる総会の決議は、議決

権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う旨、定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

31,000 ― 27,000 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査公認会計士等より監査計画の提示・

説明を受けた後、その具体的内容（監査日程・監査項目・報酬金額等）について協議し決定しており

ます。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成22年１月１日から平成22年

12月31日まで)及び当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)の財務諸表について、新日本

有限責任監査法人の監査を受けております。

　

３　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備する

ため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。

　
４　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,128,888 2,300,568

受取手形 ※2
 1,590,082

※2
 1,060,356

売掛金 2,183,853 1,967,456

有価証券 19,988 19,993

製品 1,977,579 1,671,220

仕掛品 8,045 3,551

貯蔵品 627,016 600,441

前払費用 23,680 22,927

繰延税金資産 24,834 32,229

その他 64,359 2,125

貸倒引当金 △7,547 △16,482

流動資産合計 8,640,781 7,664,388

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 357,336

※1
 358,166

減価償却累計額 △268,505 △282,784

建物（純額） 88,831 75,381

車両運搬具 9,413 9,413

減価償却累計額 △8,509 △8,810

車両運搬具（純額） 904 603

工具、器具及び備品 1,785,971 1,764,067

減価償却累計額 △1,584,703 △1,646,088

工具、器具及び備品（純額） 201,268 117,979

賃貸用機器 287,819 442,251

減価償却累計額 △212,979 △216,002

賃貸用機器（純額） 74,840 226,248

土地 ※1
 516,551

※1
 516,551

有形固定資産合計 882,396 936,764

無形固定資産

商標権 1,733 933

ソフトウエア 40,276 190,970

ソフトウエア仮勘定 71,643 8,004

電話加入権 9,056 9,056

無形固定資産合計 122,709 208,964
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 220,930

※1
 168,840

関係会社株式 15,000 15,000

出資金 1,200 1,200

長期前払費用 2,644 1,840

繰延税金資産 359,930 180,665

敷金 251,964 237,090

保険積立金 196,404 102,113

その他 45,471 46,627

貸倒引当金 △24,913 △31,273

投資その他の資産合計 1,068,633 722,104

固定資産合計 2,073,739 1,867,833

資産合計 10,714,520 9,532,221

負債の部

流動負債

支払手形 ※2
 1,184,012

※2
 808,294

買掛金 651,846 715,120

短期借入金 ※1
 1,170,000

※1
 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※4
 591,500

※1, ※4
 289,000

未払金 56,494 116,171

未払費用 75,483 71,379

未払法人税等 29,445 28,522

未払消費税等 19,059 32,912

前受金 47,748 40,721

預り金 70,547 66,729

賞与引当金 38,306 32,972

その他 1,594 578

流動負債合計 3,936,039 3,202,404

固定負債

長期借入金 ※1, ※4
 342,000

※1, ※4
 323,000

長期未払金 － 221,732

退職給付引当金 882,297 470,696

役員退職慰労引当金 89,697 105,793

その他 4,969 972

固定負債合計 1,318,964 1,122,194

負債合計 5,255,004 4,324,599
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,744,673 2,744,673

資本剰余金

資本準備金 2,314,671 2,314,671

その他資本剰余金 500,551 500,551

資本剰余金合計 2,815,222 2,815,222

利益剰余金

利益準備金 123,837 123,837

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 208,523 △38,582

利益剰余金合計 332,360 85,254

自己株式 △407,638 △408,330

株主資本合計 5,484,619 5,236,820

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △23,522 △28,359

繰延ヘッジ損益 △1,581 △838

評価・換算差額等合計 △25,103 △29,197

純資産合計 5,459,515 5,207,622

負債純資産合計 10,714,520 9,532,221
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高

製品売上高 10,183,067 8,383,969

技術サービス等収入 1,995,744 2,044,266

売上高合計 12,178,811 10,428,236

売上原価

製品売上原価 ※1
 7,273,355

※1
 5,850,942

技術サービス等収入原価 592,848 518,612

売上原価合計 7,866,203 6,369,554

売上総利益 4,312,608 4,058,681

販売費及び一般管理費

販売手数料 21,645 10,838

販売促進費 250,928 216,638

広告宣伝費 37,956 31,230

貸倒引当金繰入額 － 8,934

従業員給料及び手当 1,626,505 1,526,624

従業員賞与 379,110 333,618

法定福利費 293,023 293,583

賞与引当金繰入額 34,802 29,840

退職給付費用 220,655 209,362

役員退職慰労引当金繰入額 17,225 17,478

賃借料 474,434 456,688

減価償却費 114,466 88,714

研究開発費 25,772 29,220

その他 860,293 783,077

販売費及び一般管理費合計 4,356,821 4,035,851

営業利益又は営業損失（△） △44,213 22,830

営業外収益

受取利息 749 157

受取配当金 7,548 5,471

受取保険金 14,000 －

受取手数料 7,844 9,568

保険解約返戻金 14,101 41,012

金利スワップ評価益 11,183 3,458

その他 7,501 14,721

営業外収益合計 62,929 74,390

営業外費用

支払利息 51,497 33,745

その他 6,646 2,596

営業外費用合計 58,143 36,342

経常利益又は経常損失（△） △39,427 60,878
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※3
 5,051

※3
 1,934

投資有価証券評価損 34,326 46,736

会員権評価損 － 10,221

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,755

退職給付制度改定損 － 7,091

特別退職金等 － 45,154

その他 825 －

特別損失合計 40,202 118,894

税引前当期純損失（△） △79,629 △58,015

法人税、住民税及び事業税 19,148 18,032

法人税等調整額 △12,267 171,057

法人税等合計 6,881 189,090

当期純損失（△） △86,511 △247,105
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期製品売上原価 　 　 　 　 　

　１　期首製品棚卸高 　 1,879,110　 1,977,579　

  ２　製品仕入高 　 7,183,847　 5,506,283　

　３　当期製品製造原価 　 168,055　 210,465　

　４　他勘定より受入高 ※１ 40,411　 32,662　

合計 　 9,271,424　 7,726,990　

　５　他勘定へ払出高 ※２ 20,488　 204,828　

　６　期末製品棚卸高 　 1,977,5797,273,3551,671,2205,850,942

Ⅱ　当期技術サービス等
　　収入原価

　 　 　 　 　

　１　部品費 　 237,057　 211,281　

　２　技術サービス外注費 　 293,138　 257,853　

　３　減価償却費 　 62,652 592,848 49,477 518,612

　

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　他勘定より受入高の内訳

　　　　固定資産

工具、器具及び備品 57千円

ソフトウエア 40,353千円

合計 40,411千円

※１　他勘定より受入高の内訳

　　　　固定資産

賃貸用機器 1,243千円

ソフトウエア 31,418千円

合計 32,662千円

　 　
※２　他勘定へ払出高の内訳

固定資産

工具、器具及び備品 1,109千円

賃貸用機器 19,378千円

合計 20,488千円

※２　他勘定へ払出高の内訳

固定資産

工具、器具及び備品 2,700千円

賃貸用機器 202,128千円

合計 204,828千円
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 90,602 17.7 193,98933.8

Ⅱ　外注加工費 　 26,705 5.2 27,274 4.8

Ⅲ　労務費 　 304,01859.2 286,58449.9

Ⅳ　経費 　 92,006 17.9 66,270 11.5

　　　当期総製造費用 　 513,333100.0 574,119100.0

　　　期首仕掛品棚卸高 　 11,111　 8,045　

合計 　 524,444　 582,164　

　　　他勘定へ払出高 ※１ 348,344　 368,146　

　　　期末仕掛品棚卸高 　 8,045　 3,551　

　　　当期製品製造原価 　 168,055　 210,465　

　

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算によっ

ております。(加工費については予定単価を使用)

　なお、原価差額については全額売上原価に賦課しており

ます。

同左

※１　他勘定へ払出高の内訳

　　　　固定資産

ソフトウエア仮勘定 71,643千円

　　　　販売費及び一般管理費

研究開発費 25,772千円

販売促進費 250,928千円

合計 348,344千円

 

※１　他勘定へ払出高の内訳

　　　　固定資産

ソフトウエア仮勘定 122,287千円

　　　　販売費及び一般管理費

研究開発費 29,220千円

販売促進費 216,638千円

合計 368,146千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,744,673 2,744,673

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,744,673 2,744,673

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,814,671 2,314,671

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

当期変動額合計 △500,000 －

当期末残高 2,314,671 2,314,671

その他資本剰余金

前期末残高 551 500,551

当期変動額

準備金から剰余金への振替 500,000 －

当期変動額合計 500,000 －

当期末残高 500,551 500,551

資本剰余金合計

前期末残高 2,815,222 2,815,222

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

準備金から剰余金への振替 500,000 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,815,222 2,815,222

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 123,837 123,837

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 123,837 123,837

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 350,000 －

当期変動額

別途積立金の取崩 △350,000 －

当期変動額合計 △350,000 －

当期末残高 － －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △539 208,523

当期変動額

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

別途積立金の取崩 350,000 －

当期変動額合計 209,062 △247,105

当期末残高 208,523 △38,582

利益剰余金合計

前期末残高 473,298 332,360

当期変動額

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

当期変動額合計 △140,937 △247,105

当期末残高 332,360 85,254

自己株式

前期末残高 △117,971 △407,638

当期変動額

自己株式の取得 △289,666 △692

当期変動額合計 △289,666 △692

当期末残高 △407,638 △408,330

株主資本合計

前期末残高 5,915,223 5,484,619

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

準備金から剰余金への振替 500,000 －

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

自己株式の取得 △289,666 △692

当期変動額合計 △430,603 △247,798

当期末残高 5,484,619 5,236,820
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △33,107 △23,522

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

9,585 △4,837

当期変動額合計 9,585 △4,837

当期末残高 △23,522 △28,359

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △2,319 △1,581

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

738 743

当期変動額合計 738 743

当期末残高 △1,581 △838

評価・換算差額等合計

前期末残高 △35,427 △25,103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10,323 △4,094

当期変動額合計 10,323 △4,094

当期末残高 △25,103 △29,197

純資産合計

前期末残高 5,879,795 5,459,515

当期変動額

資本準備金の取崩 △500,000 －

準備金から剰余金への振替 500,000 －

剰余金の配当 △54,426 －

当期純損失（△） △86,511 △247,105

自己株式の取得 △289,666 △692

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,323 △4,094

当期変動額合計 △420,280 △251,892

当期末残高 5,459,515 5,207,622
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △79,629 △58,015

減価償却費 222,708 168,335

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,050 △5,334

退職給付引当金の増減額（△は減少） 35,326 △411,600

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △169,663 16,096

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,964 15,294

受取利息及び受取配当金 △8,298 △5,628

支払利息 51,497 33,745

金利スワップ評価損益（△は益） △11,183 △3,458

固定資産除売却損益（△は益） 5,051 1,934

投資有価証券評価損益（△は益） 34,326 46,736

保険解約返戻金 － △41,012

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,755

機器組込ソフトウエアの増減額（△は増加） △63,972 △122,287

売上債権の増減額（△は増加） 1,221,556 739,096

たな卸資産の増減額（△は増加） △87,348 165,261

仕入債務の増減額（△は減少） △357,039 △312,443

長期未払金の増減額（△は減少） － 221,732

その他 △61,912 133,992

小計 728,402 590,199

利息及び配当金の受取額 8,322 5,620

利息の支払額 △55,342 △36,141

法人税等の支払額 △20,696 △17,710

営業活動によるキャッシュ・フロー 660,686 541,968

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 120,000 －

有形固定資産の取得による支出 △45,535 △14,977

投資有価証券の売却による収入 － 875

保険積立金の解約による収入 － 145,100

その他 11,407 △8,962

投資活動によるキャッシュ・フロー 85,871 122,034

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 16,000 △170,000

長期借入れによる収入 300,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △822,575 △621,500

自己株式の取得による支出 △289,666 △692

配当金の支払額 △53,800 △131

財務活動によるキャッシュ・フロー △850,041 △492,323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △103,483 171,679

現金及び現金同等物の期首残高 2,201,372 2,097,888

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,097,888

※1
 2,269,568
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【重要な会計方針】
　

項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(2) 関連会社株式

移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1) 製品、仕掛品

個別法。一部の製品については月次

総平均法。

　評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

(1) 製品、仕掛品

同左

　 (2) 貯蔵品

月次総平均法

(2) 貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方
    法

　

(1) 有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

工具、器具及び備品　４～８年

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年以内）に基づく定額法に

よっております。また、機器組込ソ

フトウェアについては、機器の販売

見込期間（４年以内）における見

込販売台数に基づく償却額と販売

可能な残存有効期間に基づく均等

配分額を比較し、いずれか大きい額

を計上しております。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

５　外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し

て回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、過去勤務債務につ

いては、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（５年）

による按分額を償却しております。ま

た、数理計算上の差異については、そ

れぞれ発生年度の翌事業年度から平

均残存勤務期間内の一定の年数（５

年）による按分額を償却することと

しております。

(会計方針の変更)

当事業年度より、「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しております。

なお、この変更に伴う損益への影響

はありません。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、過去勤務債務につ

いては、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（５年）

による按分額を償却しております。ま

た、数理計算上の差異については、そ

れぞれ発生年度の翌事業年度から平

均残存勤務期間内の一定の年数（５

年）による按分額を償却することと

しております。

 
 
 
 
 
 
 
（追加情報）

当社は平成23年７月１日付で適格

退職年金制度について退職一時金制

度、確定給付企業年金制度及び確定拠

出年金制度へ移行しております。

この移行に伴う会計処理について

は、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準委員会　

平成14年１月31日　企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。

本移行により、特別損失として退職

給付制度改定損7,091千円を計上して

おります。

　 (4) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 
　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の金利

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

金利スワップは、金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的

な取引は行わない方針であります。

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断

しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

８　キャッシュ・フロー計算
　　書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　　　　　　　同左

９　その他財務諸表作成のた

　　めの基本となる重要な事

　　項

(1) 消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

(2) リース取引会計基準の改正適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引の会計処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

(1) 消費税等の会計処理方法

同左

(2) リース取引会計基準の改正適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引の会計処理方法

同左
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【会計方針の変更】

　

前事業年度
              (自　平成22年１月１日
               至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　　　　　　　　　――――― (資産除去債務に関する会計基準等)

　当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ518千円減

少し、税引前当期純損失は8,274千円増加しておりま

す。また、当会計基準の適用開始により、投資その他の

資産が8,274千円減少しております。

　

【表示方法の変更】

　

前事業年度
              (自　平成22年１月１日
               至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(損益計算書)

１　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示していた「保険解約返戻金」は、営業外収益の合計

額の100分の10を超えることとなったため区分掲記す

ることに変更しました。

なお、前事業年度における「保険解約返戻金」は

3,040千円であります。

(損益計算書)

　前事業年度において、特別損失の「その他」に含めて

表示していた「会員権評価損」は、金額的重要性が増

したため、区分掲記することに変更しました。

　なお、前事業年度における「会員権評価損」は825千

円であります。

２　「技術サービス等収入」は、前事業年度まで「機器

賃貸等収入」と表示しており、また、「技術サービス

等収入原価」は、前事業年度まで「機器賃貸等収入原

価」と表示しておりましたが、事業内容をより明瞭に

表示するために、当事業年度より勘定科目の名称を変

更しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成22年12月31日)
当事業年度

(平成23年12月31日)

※１　資産のうち担保に供しているのは、次のとおりで

あります。

(1) 担保提供資産

建物 11,599千円

土地 503,207千円

投資有価証券 131,224千円

合計 646,031千円

※１　資産のうち担保に供しているのは、次のとおりで

あります。

(1) 担保提供資産

建物 10,497千円

土地 503,207千円

投資有価証券 98,218千円

合計 611,923千円

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 150,000千円

１年内返済予定の
長期借入金

255,500千円

長期借入金 86,750千円

合計 492,250千円

(2) 上記に対応する債務

短期借入金 150,000千円

１年内返済予定の
長期借入金

78,000千円

長期借入金 210,000千円

合計 438,000千円

※２　期末満期手形の処理

当事業年度末日は金融機関の休日に当たりま

すが、平成22年12月31日満期手形は同日に決済

されたものとして処理しております。

内訳は次のとおりです。

受取手形 32,931千円

支払手形 247,476千円

※２　期末満期手形の処理

当事業年度末日は金融機関の休日に当たりま

すが、平成23年12月31日満期手形は同日に決済

されたものとして処理しております。

内訳は次のとおりです。

受取手形 36,458千円

支払手形 240,904千円

３  偶発債務

債務保証

リース代金支払の保証

取引先２社 174,133千円

３  偶発債務

債務保証

リース代金支払の保証

取引先２社 128,785千円

※４　財務制限条項

借入金のうち562,500千円には財務制限条項

が付されており、下記の条項に抵触した場合に

は、多数貸付人の請求に基づくエージェントの

当社に対する通知により契約上の全ての債務に

ついて期限の利益を失い、借入金の元本及び利

息を支払うことになっております。

(1) 各事業年度の決算期における貸借対照表

の純資産の金額を、平成17年12月期または平成

18年12月期のそれぞれの貸借対照表の純資産の

金額の80％以上に維持すること。

(2) 各事業年度の決算期における経常損益を

２期連続して損失とならないようにすること。

※４　財務制限条項

借入金のうち125,000千円には財務制限条項

が付されており、下記の条項に抵触した場合に

は、多数貸付人の請求に基づくエージェントの

当社に対する通知により契約上の全ての債務に

ついて期限の利益を失い、借入金の元本及び利

息を支払うことになっております。

(1) 各事業年度の決算期における貸借対照表

の純資産の金額を、平成17年12月期または平成

18年12月期のそれぞれの貸借対照表の純資産の

金額の80％以上に維持すること。

(2) 各事業年度の決算期における経常損益を

２期連続して損失とならないようにすること。
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額

売上原価 91,580千円

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の
低下による簿価切下額

売上原価 42,548千円

２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 25,772千円

２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 29,220千円

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　建物 175千円

　工具、器具及び備品 4,793千円

　賃貸用機器 82千円

合計 5,051千円

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　工具、器具及び備品 1,934千円

合計 1,934千円

次へ
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,906,823 ― ― 13,906,823

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 300,295 1,611,510 ― 1,911,805

(変動事由の概要) 

普通株式の増加数の内訳は次のとおりであります。

取締役会決議による自己株式の取得による増加　1,611,000株

単元未満株式の買取りによる増加　510株

　
３　配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額
(百万円)

1 株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年３月30日
　 定時株主総会

普通
株式

54 4 平成21年12月31日平成22年３月31日

　

当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,906,823 ― ― 13,906,823

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,911,805 4,077 ― 1,915,882

(変動事由の概要) 

普通株式の増加数の内訳は次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　4,077株

　
３　配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　
　

　　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額とその関係
（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,128,888千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △31,000千円

現金及び現金同等物 2,097,888千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額とその関係
（平成23年12月31日現在）

現金及び預金勘定 2,300,568千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △31,000千円

現金及び現金同等物 2,269,568千円

　

(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(借主側) (借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具、器具
及び備品

15,8526,605 9,247

その他 6,000 4,000 2,000

合計 21,85210,60511,247

　

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具、器具
及び備品

15,8529,775 6,076

その他 6,000 5,200 800

合計 21,85214,9756,876

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,370千円

１年超 6,876千円

合計 11,247千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,970千円

１年超 2,906千円

合計 6,876千円

 

(注)　取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産及び未経過リース料の期末残高

等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

（注）　　　　　　　　同左

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4,573千円

減価償却費相当額 4,573千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4,370千円

減価償却費相当額 4,370千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(金融商品関係)

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　

１　金融商品の状況に関する事項

　
(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行等金融機関からの

借入によっております。また、デリバティブ取引については、将来の為替・金利の変動リスクの回避を目

的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスク低減を図るため、与信管理規程に沿って

取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を定期的に把握しております。

有価証券は満期保有目的の債券であり、投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり

ますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払い期日であります。

借入金のうち一部の長期借入金には財務制限条項が付されており、資金調達に係る流動性リスクに影

響を及ぼす可能性があります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち

長期のものの一部に対して、支払金利を固定化することで支払金利の変動リスクを回避するため、債務の

範囲内でデリバティブ取引（金利スワップ取引）を行っております。

当社のデリバティブ取引の契約先は、国内の格付信用の高い金融機関であり、契約不履行によるリスク

は極めて少ないものと判断しております。これらの管理は経理部にて行っていますが、取引導入時には必

ず担当役員に承認を事前に受け、定期的な報告を行っております。

　
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格

が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価格が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に関する市場リ

スクを示すものではありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２を

参照ください。）。

　

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1)　現金及び預金 2,128,888 2,128,888 ―

(2)　受取手形及び売掛金 3,773,936 3,773,936 ―

(3)　有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　①満期保有目的の債券 29,983 29,983 ―

　②その他有価証券 200,535 200,535 ―

資産計 6,133,344 6,133,344 ―

(1)　支払手形及び買掛金 1,835,859 1,835,859 ―

(2)　短期借入金 1,170,000 1,170,000 ―

(3)　長期借入金(１年内返済予定を含む) 933,500 936,244 2,744

負債計 3,939,359 3,942,103 2,744

デリバティブ取引 ※ (6,564) (6,564) ―

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（　）で示しております。

　
（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は短期間で決済されるもの

であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の詳細は、注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区分
貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式　　※１ 10,400

関係会社株式　※２ 15,000

　※１　非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることなどが出来ず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　※２　関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることなどが出来ず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、「２ 金融商品の時価等に関する事項」には記載しており

ません。

　
３ 金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの決算日後の償還予定額

　

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 2,124,505 ― ― ―

受取手形及び売掛金 3,773,936 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券(その他) 19,988 9,995 ― ―

合計 5,918,4309,995 ― ―

　
４ 長期借入金の決算日後の返済予定額

附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。

　
（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用して

おります。
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当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　

１　金融商品の状況に関する事項

　
(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行等金融機関からの

借入によっております。また、デリバティブ取引については、将来の為替・金利の変動リスクの回避を目

的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスク低減を図るため、与信管理規程に沿って

取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を定期的に把握しております。

有価証券は満期保有目的の債券であり、投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり

ますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払い期日であります。

借入金のうち一部の長期借入金には財務制限条項が付されており、資金調達に係る流動性リスクに影

響を及ぼす可能性があります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち

長期のものの一部に対して、支払金利を固定化することで支払金利の変動リスクを回避するため、債務の

範囲内でデリバティブ取引（金利スワップ取引）を行っております。

当社のデリバティブ取引の契約先は、国内の格付信用の高い金融機関であり、契約不履行によるリスク

は極めて少ないものと判断しております。これらの管理は経理部にて行っていますが、取引導入時には必

ず担当役員に承認を事前に受け、定期的な報告を行っております。

　
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格

が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価格が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に関する市場リ

スクを示すものではありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成23年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２を

参照ください。）。

　

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1)　現金及び預金 2,300,568 2,300,568 ―

(2)　受取手形及び売掛金 3,027,813 3,027,813 ―

(3)　有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　①満期保有目的の債券 29,989 29,989 ―

　②その他有価証券 148,444 148,444 ―

資産計 5,506,815 5,506,815 ―

(1)　支払手形及び買掛金 1,523,415 1,523,415 ―

(2)　短期借入金 1,000,000 1,000,000 ―

(3)　長期借入金(１年内返済予定を含む) 612,000 611,299 △700

負債計 3,135,415 3,134,715 △700

デリバティブ取引 ※ (1,551) (1,551) ―

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（　）で示しております。

　
（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は短期間で決済されるもの

であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の詳細は、注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区分
貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式　　※１ 10,400

関係会社株式　※２ 15,000

　※１　非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることなどが出来ず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　※２　関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることなどが出来ず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、「２ 金融商品の時価等に関する事項」には記載しており

ません。

　
３ 金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの決算日後の償還予定額

　

　
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 2,299,453 ― ― ―

受取手形及び売掛金 3,027,813 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券(その他) 19,993 9,996 ― ―

合計 5,347,2599,996 ― ―

　
４ 長期借入金の決算日後の返済予定額

附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。
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(有価証券関係)

　
　

前事業年度（平成22年12月31日現在）

　

１　満期保有目的の債券

区分
　貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

― ― ―

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

29,983 29,983 ―

合計 29,983 29,983 ―

　

２　その他有価証券

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 62,562 53,995 8,566

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 62,562 53,995 8,566

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

　 　 　

株式 137,973 170,062 △32,088

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 137,973 170,062 △32,088

合計 200,535 224,057 △23,522

(注)  時価が取得原価の30％以上下落した場合、著しい下落と判断し減損処理の要否を検討しております。

　

３　減損処理を行った有価証券(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損34,326千円を計上しております。
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当事業年度（平成23年12月31日現在）

　

１　満期保有目的の債券

区分
　貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

― ― ―

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

29,989 29,989 ―

合計 29,989 29,989 ―

　

２　その他有価証券

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 13,032 11,064 1,967

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 13,032 11,064 1,967

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

　 　 　

株式 135,412 165,739 △30,327

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 135,412 165,739 △30,327

合計 148,444 176,804 △28,359

(注) 時価が取得原価の30％以上下落した場合、著しい下落と判断し減損処理の要否を検討しております。

　

３　減損処理を行った有価証券(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損46,736千円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)
　

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　
１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　
金利関連

　

　 種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の

取引

金利スワップ取引

受取変動・支払固定
376,250 77,500 △3,898 11,183

合計 376,250 77,500 △3,898 11,183

（注）時価の算定方法

金利スワップ契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　

金利関連

　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

原則的処理方法
金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金 171,000 83,000 △2,666

合計 171,000 83,000 △2,666

（注）時価の算定方法

金利スワップ契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。
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当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　
１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　
金利関連

　

　 種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の

取引

金利スワップ取引

受取変動・支払固定
77,500 ― △440 3,458

合計 77,500 ― △440 3,458

（注）時価の算定方法

金利スワップ契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　

金利関連

　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

原則的処理方法
金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金 83,000 45,000 △1,110

合計 83,000 45,000 △1,110

（注）時価の算定方法

金利スワップ契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。

　

EDINET提出書類

昭和情報機器株式会社(E01990)

有価証券報告書

62/87



　

(退職給付関係)

　

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格年金制度を併用しております。

なお、退職金制度の一部(定年退職者に係る退職金のうち70％相当分)を平成３年４月１日より適格年

金制度へ移行しております。

この他に平成19年６月１日より確定拠出年金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成22年12月31日)

　 イ　退職給付債務 △1,883,980千円

　 ロ　年金資産 768,822千円

　 ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,115,157千円

　 ニ　未認識数理計算上の差異 219,972千円

　 ホ　未認識過去勤務債務 12,888千円

　 ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △882,297千円

　

３　退職給付費用に関する事項

　 イ　勤務費用 102,525千円

　 ロ　利息費用 37,669千円

　 ハ　期待運用収益 △15,298千円

　 ニ　数理計算上の差異の費用処理額 64,341千円

　 ホ　過去勤務債務の費用処理額 22,094千円

　 ヘ　その他　(注) 37,102千円

　 ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 248,435千円

(注)　確定拠出年金の拠出額であります。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成22年12月31日)

　 イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　 ロ　割引率 2.00％

　 ハ　期待運用収益率 2.00％

　 ニ　数理計算上の差異の処理年数 5年

　 ホ　過去勤務債務の処理年数 5年
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当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を併用し、確定拠出型の制

度として確定拠出年金制度を設けております。

なお、従来まで設けていた適格退職年金制度については、平成23年７月１日付で退職一時金制度、確定

給付企業年金制度及び確定拠出年金制度へ移行しております。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成23年12月31日)

　 イ　退職給付債務 △1,359,616千円

　 ロ　年金資産 744,103千円

　 ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △615,513千円

　 ニ　未認識数理計算上の差異 144,817千円

　 ホ　未認識過去勤務債務 ―千円

　 ヘ　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △470,696千円

　

３　退職給付費用に関する事項

　 イ　勤務費用 87,246千円

　 ロ　利息費用 32,547千円

　 ハ　期待運用収益 △15,331千円

　 ニ　数理計算上の差異の費用処理額 72,802千円

　 ホ　過去勤務債務の費用処理額 12,448千円

　 ヘ　その他　(注１) 46,674千円

　 ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 236,386千円

　 チ　確定拠出年金制度への移行に伴う損失 7,091千円

　 リ　特別退職金等 9,450千円

　 ヌ　計（ト＋チ＋リ） 288,632千円

(注)　確定拠出年金の拠出額であります。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成23年12月31日)

　 イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　 ロ　割引率 1.60％

　 ハ　期待運用収益率 2.00％

　 ニ　数理計算上の差異の処理年数 5年

　 ホ　過去勤務債務の処理年数 5年
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　
(1) ストック・オプションの内容

　

　 平成15年　ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役８名、当社従業員133名

ストック・オプション数（注） 普通株式　320,000株

付与日 平成15年９月29日

権利確定条件 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 自　平成17年４月１日　至　平成24年３月31日

（注）株式数に換算して記載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　① ストック・オプション数

　

　 平成15年　ストック・オプション

権利確定前　　　　        （株）　

　前事業年度末 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後　　　          （株）　

　前事業年度末 254,000

　権利確定 ―

　権利行使 ―

　失効 27,000

　未行使残 227,000

　

　② 単価情報

　

　 平成15年　ストック・オプション

権利行使価格　　　        （円） 412

行使時平均株価　　　　　　（円） ―

公正な評価単価（付与日)　 （円） ―
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当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　
(1) ストック・オプションの内容

　

　 平成15年　ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役８名、当社従業員133名

ストック・オプション数（注） 普通株式　320,000株

付与日 平成15年９月29日

権利確定条件 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間 自　平成17年４月１日　至　平成24年３月31日

（注）株式数に換算して記載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　① ストック・オプション数

　

　 平成15年　ストック・オプション

権利確定前　　　　        （株）　

　前事業年度末 ―

　付与 ―

　失効 ―

　権利確定 ―

　未確定残 ―

権利確定後　　　          （株）　

　前事業年度末 227,000

　権利確定 ―

　権利行使 ―

　失効 8,000

　未行使残 219,000

　

　② 単価情報

　

　 平成15年　ストック・オプション

権利行使価格　　　        （円） 412

行使時平均株価　　　　　　（円） ―

公正な評価単価（付与日)　 （円） ―
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成22年12月31日)
当事業年度

(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産　　　　　　　　　　　　  (千円)

退職給付引当金 359,006

未払事業税等 7,164

賞与引当金 15,587

会員権評価損等 5,628

貸倒引当金 8,448

関係会社株式評価損 3,987

たな卸資産評価損等 90,941

役員退職慰労引当金 36,497

投資有価証券評価損 35,673

その他有価証券評価差額金 9,571

その他 238,515

繰延税金資産小計 811,021

評価性引当額 △426,256

繰延税金資産合計 384,764

繰延税金資産の純額 384,764

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産　　　　　　　　　　　　  (千円)

退職給付引当金 192,715

未払事業税等 7,020

賞与引当金 14,253

会員権評価損等 5,940

貸倒引当金 15,533

関係会社株式評価損 3,704

たな卸資産評価損等 93,336

役員退職慰労引当金 39,990

投資有価証券評価損 20,986

その他有価証券評価差額金 10,719

確定拠出年金未払金 121,657

その他 268,271

繰延税金資産小計 794,130

評価性引当額 △581,235

繰延税金資産合計 212,895

繰延税金資産の純額 212,895

２　法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載を省

略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載を省

略しております。

　 ３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対

応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改

正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要

な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第

117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事

業年度より法人税率が変更されることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時

期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで 40.00％

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで

　 38.00％

平成28年１月１日以降 35.00％

なお、この変更による影響額は軽微であります。

　

(資産除去債務関係)

当事業年度末（平成23年12月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

当社の事業は、プリンタ等情報機器の開発製造販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

当社の事業は、プリンタ等情報機器の開発製造販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

　
【関連情報】

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

当社の事業は、プリンタ等情報機器の開発製造販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであり、製

品及びサービスごとの区分はありませんので記載を省略しております。

　
２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３　主要な顧客ごとの情報

相手先 売上高（千円）

大日本印刷㈱ 1,895,771

（注）当社の事業は単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載は省略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。
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(追加情報)

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20

年３月21日)を適用しております。

　
　
(持分法損益等)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当社の当期純利益の額及び剰余金の額からみて重要

性が乏しいため記載を省略しております。

 

同左

　

【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　
１　関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

　
当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日) 

　
１　関連当事者との取引

重要性がないため、記載を省略しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

キヤノン株式会社（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、福岡証券取引所、札幌証券

取引所、ニューヨーク証券取引所に上場）

キヤノンマーケティングジャパン株式会社（東京証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 455円15銭
　

１株当たり純資産額 434円30銭

１株当たり当期純損失金額（△） △6円86銭
　

１株当たり当期純損失金額（△） △20円60銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た希薄化効果を有する潜在株式がないため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た希薄化効果を有する潜在株式がないため記載してお

りません。

(注)算定上の基礎

　　

１　１株当たり純資産額
　

　
前事業年度

（平成22年12月31日）
当事業年度

（平成23年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 5,459,515 5,207,622

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

― ―

普通株式に係る期末の純資産額
（千円）

5,459,515 5,207,622

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数（千株）

11,995 11,990

　

２　１株当たり当期純損失金額
　

　
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当期純損失（△）（千円） △86,511 △247,105

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（△）（千
円）

△86,511 △247,105

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,614 11,993

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

　新株予約権１種類（新株予約権の
目的となる株式の数227,000株）詳
細については「第４提出会社の状
況１株式等の状況（２）新株予約
権等の状況」に記載のとおりであ
ります。

　新株予約権１種類（新株予約権の
目的となる株式の数219,000株）詳
細については「第４提出会社の状
況１株式等の状況（２）新株予約
権等の状況」に記載のとおりであ
ります。
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(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１　株式交換契約締結

当社は、平成24年１月26日開催の取締役会において、キヤノンマーケティングジャパン株式会社（以

下、「キヤノンＭＪ」という。）を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」

という。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

(1) 本株式交換による完全子会社化の目的

キヤノンマーケティングジャパングループはキヤノン以外の商品・サービス事業の拡大や、ＩＴソ

リューション事業等を中心とする海外市場への進出等、新たな事業領域への展開を図ることを目指し

ております。

一方、当社は、設立以来、世界初の漢字プリンターの商品化等、「帳票印刷」の分野において、研究開

発型企業として業務処理用プリンター・システムの日本語処理技術をリードしてきました。しかしな

がら、印刷市場が大きなパラダイムシフトを迎えており、大手プリンターメーカーによる事業再編や

Ｍ＆Ａによる統合に伴い、プリンターメーカーの集約化が進んだことにより、業務の継続及び競争力の

向上のためにプロダクション市場に対し競争優位性のある商品を展開できるパートナーとの連携を強

化することが喫緊の課題となっておりました。

そのような中、平成22年11月以降キヤノンＭＪと当社は業務提携を開始しており、業務提携という形

のみならず、資本を含む経営資源の面からも一体となった事業運営を行っていくことで生み出される

相乗効果について協議を重ねてまいりました。

その結果、両社の企業価値をさらに高め、持続的成長を遂げるためには、資本関係を強化するととも

に、相互の経営リソースを活用した強固な協業体制を早期に構築することが有益であるとの結論に至

りました。

本株式交換の実行によって、今後、プロダクション市場において「デジタル商業印刷」と「帳票印

刷」がシームレスに変化していくことが予想される中、「強力な販売体制と優良顧客の獲得」「商材

・技術面での強力な補完関係の構築」「保守・サービス網の獲得」「アジア圏への事業拡大」という

４つのシナジーを期待できるものと考えております。

なお、本株式交換の結果、効力発生日である平成24年５月１日をもって、当社はキヤノンＭＪの完全

子会社となり、当社は平成24年４月25日付で上場廃止となる予定です。

(2) 本株式交換の要旨

① 本株式交換の日程

平成24年１月26日（木）　　　　　　本株式交換契約締結の取締役会決議日（両社）

平成24年１月26日（木）　　　　　　本株式交換契約日（両社）

平成24年４月24日（火）　（予定）　当社株式　最終売買日

平成24年４月25日（水）　（予定）　当社株式　上場廃止日

平成24年５月１日（火）　（予定）　本株式交換の日（効力発生日）
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（注）１　本株式交換は、キヤノンＭＪについては、会社法第796条第３項本文の規定に基づく簡易株式

交換の手続により、当社については、会社法第784条第１項本文の規定に基づく略式株式交換

の手続により、両社とも株主総会の承認を受けないで行われる予定です。

（注）２　本株式交換の日程は、本株式交換の手続進行上の理由その他の事由により必要があるとき

は、両社間で協議し合意の上、変更する可能性があります。

② 本株式交換の方法

キヤノンＭＪを株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換となります。本株

式交換は、キヤノンＭＪについては、会社法第796条第３項本文の規定に基づく簡易株式交換の手続

により、当社については、会社法第784条第１項本文の規定に基づく略式株式交換の手続により、両社

とも株主総会の承認を受けないで行われる予定です。

③ 株式交換に係る割当ての内容

　
キヤノンＭＪ

（株式交換完全親会社）
当社

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 １ 0.22

本株式交換により交付する株式数 普通株式：252,495株（予定）

（注）１　株式の割当比率

当社の株式１株に対して、キヤノンＭＪの株式0.22株を割当て交付いたします。但し、キヤノン

ＭＪが保有する当社株式（平成23年12月31日現在10,845,852株）については、本株式交換による

株式の割当ては行いません。

（注）２　本株式交換により交付するキヤノンＭＪの株式数

キヤノンＭＪは、本株式交換に際して、本株式交換によりキヤノンＭＪが当社の発行済株式（キ

ヤノンＭＪが所有する当社株式を除く。）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」とい

う。）の当社の株式名簿に記載又は記録された当社の株主の皆様（但し、キヤノンＭＪを除く。）

に対し、当社の普通株式に代わり、その所有する当社の普通株式数の合計に0.22を乗じて得られる

数のキヤノンＭＪの普通株式を交付いたします。なお、当社は、本株式交換の効力発生日の前日ま

でに開催する取締役会の決議により、基準時において有する全ての自己株式を消却する予定です。

また、交付する株式には、キヤノンＭＪが保有する自己株式（平成23年12月31日現在13,895,071

株）を充当する予定であり、新株発行は行わない予定です。なお、交付する株式数は当社の自己株

式の消却等の理由により、今後修正される可能性があります。

（注）３　単元未満株式の取扱い

本株式交換に伴い、単元未満株式を所有することとなる株主の皆様においては、キヤノンＭＪの

単元未満株式に関する以下の制度をご利用いただくことができます。なお、単元未満株式は金融商

品取引所市場において売却することはできません。

(1) 単元未満株式の買取制度

会社法第192条第１項の規定に基づき、キヤノンＭＪの単元未満株式を所有する株主の皆様が

キヤノンＭＪに対し、所有されている単元未満株式の買取りを請求することができる制度です。
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(2) 単元未満株式の買増制度

　会社法第194条第１項の規定及びキヤノンＭＪの定款の定めに基づき、キヤノンＭＪの単元未

満株式を所有する株主の皆様が、所有されている単元未満株式と併せて１単元となる数の株式

をキヤノンＭＪから買い増すことができる制度です。

　
（注）４　１株に満たない端数の取扱い

本株式交換に伴い、キヤノンＭＪの普通株式１株に満たない端数の交付を受けることとなる株

主の皆様においては、会社法第234条の規定により、その端数の合計数（その合計数に１に満たな

い端数がある場合は切り捨てるものとします。）に相当するキヤノンＭＪの普通株式を売却し、か

かる売却代金をその端数に応じて当該株主の皆様に交付します。

　
④ 株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

当社は、本新株予約権を発行しておりますが、本新株予約権の行使期間は平成24年３月31日をもっ

て終了するため、本株式交換の効力発生日においては、本新株予約権は消滅している予定です。なお、

当社は、新株予約権付社債を発行しておりません。

　
２．自己株式の消却

当社は平成24年２月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を

決議いたしました。

(1) 消却する株式の種類

当社普通株式

(2) 消却の理由

平成24年１月26日に締結いたしました「１　株式交換契約締結」に記載の株式交換契約（以下、

「本株式交換契約」という。）及び会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却いたします。

(3) 消却予定日

平成24年４月30日（本株式交換契約による株式交換の効力発生時の直前）

(4) 消却する株式の数

本株式交換契約に基づく株式交換に関して会社法第785条第１項に定める反対株主の株式買取り

によって取得した自己株式を含め、本株式交換の効力発生時の直前において当社の保有する自己株

式の全部

（ご参考）

有価証券報告書提出日現在の自己株式の保有状況

　発行済株式総数　13,906,823株

　自己株式数　　 　1,915,882株
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価
証券

その他
有価証
券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

ＳＣＳＫ㈱ 23,248 28,548

光ビジネスフォーム㈱ 100,000 26,700

シンフォニアテクノロジー㈱ 142,000 22,294

㈱JBISホールディングス 62,500 14,687

㈱三井住友フィナンシャルグループ 4,500 9,648

富士通㈱ 20,000 8,000

㈱愛知銀行 1,700 7,582

㈱東京機械製作所 146,000 6,716

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 18,500 6,049

㈱りそなホールディングス 15,300 5,186

その他（8銘柄） 121,530 23,432

計 655,278 158,844

　

【債券】

　

有価証券
満期保
有目的
の債券

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

第950号　割引商工債券 20,000 19,993

小計 20,000 19,993

投資有価
証券

満期保
有目的
の債券

第958号　割引商工債券 10,000 9,996

小計 10,000 9,996

計 30,000 29,989
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 357,336 830 ― 358,166282,78414,27975,381

　車両運搬具 9,413 ― ― 9,413 8,810 300 603

　工具、器具及び備品 1,785,97116,84738,7511,764,0671,646,08898,202117,979

　賃貸用機器 287,819202,12847,696442,251216,00249,477226,248

　土地 516,551 ― ― 516,551 ― ― 516,551

有形固定資産計 2,957,092219,80586,4473,090,4502,153,686162,259936,764

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　商標権 8,000 ― ― 8,000 7,066 800 933

　ソフトウエア 77,019186,9198,021255,91764,94736,225190,970

　ソフトウエア仮勘定 71,643122,287185,9268,004 ― ― 8,004

　電話加入権 9,056 ― ― 9,056 　― ― 9,056

無形固定資産計 165,719309,206193,947280,97872,01337,025208,964

長期前払費用 5,788 650 1,251 5,186 3,346 1,454 1,840

（注）１　賃貸用機器の当期増加額は、製品からの振替額であります。

　　　２　ソフトウエアの当期増加額は、ソフトウエア仮勘定からの振替額185,926千円他であります。

　　　３　ソフトウエア仮勘定の当期減少額は、ソフトウエアへの振替額であります。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,170,0001,000,000 1.98 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 591,500 289,000 1.82 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

342,000 323,000 1.82 平成28年5月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,103,5001,612,000 ― ―

(注) １　平均利率については、期中平均借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。
　

　
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 148,000 80,000 65,000 30,000

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 32,461 22,842 ― 7,547 47,755

賞与引当金 38,306 32,972 38,306 ― 32,972

役員退職慰労引当金 89,697 17,478 1,382 ― 105,793

(注)　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。

　

【資産除去債務明細表】

当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度末における負債及び純資産の合計額の

100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 1,115

預金の種類 　

当座預金 1,665,618

普通預金 5,621

通知預金 190,000

定期預金 436,000

別段預金 2,212

小計 2,299,453

合計 2,300,568

　

②　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

大日本印刷㈱ 677,851

㈱DNPデータテクノ関西 126,748

㈱イセトー 65,440

㈱大宣 17,023

㈱タナカ 15,236

その他 158,056

合計 1,060,356

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成24年１月 255,157

　　　　２月 277,509

　　　　３月 282,358

　　　　４月 232,174

　　　　５月以降 13,156

合計 1,060,356
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③　売掛金

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

トッパン・フォームズ㈱ 300,256

大日本印刷㈱ 225,777

共同印刷㈱ 118,612

芙蓉総合リース㈱ 103,635

小林クリエイト㈱ 91,444

その他 1,127,731

合計 1,967,456

　
(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

次期繰越高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　 (Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　

2,183,85310,942,35311,158,7501,967,456 85.0 69.2

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。

　
④　製品

　

品名 金額(千円)

漢字プリンタ・システム 1,523,176

広告制作プリンタ 123,754

ネットワーク機器及びその他 24,288

合計 1,671,220

　
⑤　仕掛品

　

品名 金額(千円)

漢字プリンタ 3,551

合計 3,551

　
⑥　貯蔵品

　

品名 金額(千円)

技術サービス用修理部品 600,441

合計 600,441
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⑦　支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

㈱沖データ 302,682

㈱メディアテクノロジージャパン 126,878

桂川電機㈱ 79,531

富士通㈱ 49,827

丸嘉運輸倉庫㈱ 33,794

その他 215,581

合計 808,294

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成24年１月 259,632

　　　　２月 249,682

　　　　３月 220,322

　　　　４月 78,657

合計 808,294

　

⑧　買掛金

　

相手先 金額(千円)

㈱渡辺精工社 147,785

㈱沖データ 146,586

㈱メディアテクノロジージャパン 87,273

富士通㈱ 57,053

桂川電機㈱ 38,487

その他 237,934

合計 715,120
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⑨　退職給付引当金

　

区分 金額(千円)

未積立退職給付債務 615,513

未認識数理計算上の差異 △144,817

未認識過去勤務債務 0

合計 470,696

　

(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　

　 　
       第1四半期
 (自 平成23年1月１日
  至 平成23年3月31日)

       第2四半期
 (自 平成23年4月１日
  至 平成23年6月30日)

  　　第3四半期
 (自 平成23年7月 1日
  至 平成23年9月30日)

 　　　第4四半期
 (自 平成23年10月１日
  至 平成23年12月31日)

売上高 （百万円） 2,371 2,848 2,432 2,775

税引前四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）
（百万円） △190 17 35 80

四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）
（百万円） △192 △1 △97 44

1株当たり四半期純利益金額又
は四半期純損失金額（△）

（円） △16.09 △0.13 △8.10 3.72
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合　
は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名　キヤノンマーケティングジャパン株式会社

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度　第38期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日) 平成23年３月29日関東財務局長に提出。

　

(2)内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第38期（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日) 平成23年３月29日関東財務局長に提出。

　

(3)四半期報告書、四半期報告書の確認書

第39期第１四半期（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）平成23年５月12日関東財務局長に提出。

第39期第２四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月11日関東財務局長に提出。

第39期第３四半期（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月11日関東財務局長に提出。

　

(4)臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書

平成23年３月30日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異動）の規定

に基づく臨時報告書

平成23年12月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時報告書

平成24年１月26日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年３月29日

昭和情報機器株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　　田　　満　　雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　明　　典　　㊞

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　  南　　山　　智　　昭　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている昭和情報機器株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第38期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、昭和情報機器株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、昭和情報機器株式

会社の平成22年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、昭和情報機器株式会社が平成22年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年３月27日

昭和情報機器株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　明　　典　　㊞

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　  南　　山　　智　　昭　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている昭和情報機器株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第39期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、昭和情報機器株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、昭和情報機器株式

会社の平成23年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、昭和情報機器株式会社が平成23年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成24年１月26日開催の取締役会において、キヤノン

マーケティングジャパン株式会社を完全親会社、会社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同

日付で株式交換契約を締結した。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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